









中(2016～20年度)の 5年間に実施する調査の 3回目であり、第 5期基本計画の中間時点に当たる。 
NISTEP定点調査の調査対象者は、大学・公的研究機関グループ（約2,100名）とイノベーション俯瞰グルー
プ（約 700 名）の 2 つの回答者グループから成る。調査項目は 6 つの質問パートから構成され、総質問数は
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１－２．NISTEP定点調査 2018の実施状況 
NISTEP 定点調査 2018 は、2018 年 9 月～12 月に実施し、前年度から引き続き 91.1％という高い回答率を
実現した。 
概要図表 2に各回答者グループにおける NISTEP定点調査 2018の回答率を示す。調査全体での送付者
数 2,745 名に対して 2,502 名から回答が寄せられた。全体の回答率は 91.1％であり、過去 2 回の調査（回答
率：93.6％（2016 年度）・92.3％（2017 年度））から継続して高い回答率を実現した。回答者グループ別の回答
率は、大学・公的研究機関グループで 92.4％、イノベーション俯瞰グループで 87.2％である。 







2016 年度調査からの指数変化は、指数が上昇（指数が 0.3 以上上昇の場合）、指数が横ばい（指数の変化
が-0.3 より大きく 0.3未満の場合）、指数が低下（指数が 0.3以上低下の場合）とした。 
これに加えて、2016 年度調査と比べて、何らかの変化が回答者の周辺で生じているかを可視化する目的で、
評価を変更した回答者割合にも注目した表示を行っている。 
概要図表 3  報告書中における指数の絶対値について 
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２． NISTEP定点調査から見る第 5期科学技術基本計画の中間時点の状況 






第 5 期科学技術基本計画開始時点（2016 年度調査）から 2018 年度調査にかけて評価を下げた回答者割
合と評価を上げた回答者割合を比べて、評価を下げた回答者割合が大きいもの1のうち上位を、「２－１ 第 5期
科学技術基本計画開始時点から状況が悪化している質問」とした。他方、評価を上げた回答者割合が大きい
もの2を「２－２ 第 5期科学技術基本計画開始時点から一部の属性で好転の兆しが見られる質問」とした。 
2016年度調査から 2018年度調査にかけて評価を変更した回答者割合（評価を下げた回答者と評価を上げ
た回答者の合計割合）が大きいものを「２－３ 第 5 期科学技術基本計画開始時点から大きな変化が生じた質
問」とした。他方、評価を変更した回答者割合が小さいものを「２－４ 第 5 期科学技術基本計画開始時点から
大きな変化が見られない質問」とした。 
次ページ以降に、4 つの分類ごとに状況をまとめる。なお、以下の議論は、意識調査である NISTEP 定点調
査に基づくものである。実際の状況判断には、定量データも踏まえた総合的な分析が必要である。 
概要図表 4  本概要で用いた質問の 4つの分類イメージ 
  
                                              
1
 総質問 63問中 18問で、評価を下げた回答者割合と評価を上げた回答者割合の差が 10％ポイント以上であった。 
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２－１．第 5期科学技術基本計画開始時点から状況が悪化している質問 
2016 年度調査から 2018 年度調査にかけて評価を下げた回答者割合の方が大きい質問に注目すると、基
礎研究や研究費マネジメントに関する質問が上位を占める。これらの質問では、第 5 期科学技術基本計画開
始時点から状況が悪化していると回答者は認識している。 
第 5 期科学技術基本計画開始時点（2016 年度調査）から 2018 年度調査にかけて評価を下げた回答者割
合が、評価を上げた回答者割合に比べて大きい上位 10 位の質問を概要図表 5 に示す。基礎研究（Q304, 
Q303, Q305）や研究費マネジメント(Q306, Q307)に関する質問が上位を占めている。これらの質問では、第 5
期科学技術基本計画開始時点から状況が悪化していると回答者は認識している。 




















生み出されているか 44% 36% 8% -29%
2 Q303
イノベーションの源としての基礎研究の多様性は確
保されているか 36% 29% 7% -22%
3 Q305
我が国の研究開発の成果は、イノベーションに十分
につながっているか 37% 28% 9% -20%
4 Q306
資金配分機関(JST・AMED・NEDO等)は、役割に応
じた機能を果たしているか 38% 28% 10% -18%
5 Q307
優れた研究に対する発展段階に応じた政府の公募
型研究費等の支援状況 33% 25% 8% -18%
6 Q209 科学技術における政府予算の状況 29% 23% 6% -16%
7 Q204
創造的・先端的な研究開発・人材育成を行うため
の施設・設備環境 36% 26% 10% -16%
8 Q202 研究時間を確保するための取組 35% 25% 10% -14%
9 Q301
学術研究は、現代的な要請(挑戦性、総合性、融合
性及び国際性)に応えているか 34% 24% 10% -14%




























は、2016 年度調査の全体の指数を示している。各線は、各属性の指数を示す。指数の上位及び下位 3 位までについて、属性名、指数、回答者数を

















































































































































転や新たな価値創出の状況 33% 15% 17% 2%
2 Q111
女性研究者が活躍するための人事システム(採用・
昇進等)の工夫 34% 16% 18% 2%
3 Q107
学部学生に社会的課題や研究への気付き・動機づ
けを与える教育 37% 18% 19% 2%
4 Q110
女性研究者が活躍するための環境改善(ライフス
テージに応じた支援等) 35% 17% 18% 1%
5 Q112 優秀な外国人研究者を定着させるための取組 32% 15% 16% 1%
6 Q411 起業家精神を持った人材の大学における育成状況 29% 14% 15% 1%
7 Q109 女性研究者数 31% 15% 16% 0%





























は、2016 年度調査の全体の指数を示している。各線は、各属性の指数を示す。指数の上位及び下位 3 位までについて、属性名、指数、回答者数を
示している。指数とは 6点尺度質問の結果を 0～10ポイントに変換した値である。 
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２－３．第 5期科学技術基本計画開始時点から大きな変化が生じた質問 




2016年度調査から評価を変更した回答者割合の大きい上位 10位の質問を概要図表 9に示す。第 5期科
学技術基本計画期間中に取組が進められていると考えられる、「若手研究者に自立と活躍の機会を与える環























生み出されているか 44% 36% 8% -29%
2 Q101 若手研究者に自立と活躍の機会を与える環境整備 42% 23% 19% -4%
3 Q502
大学における自己改革を進める学内組織の見直し
等の状況 40% 22% 19% -3%
4 Q505 大学における学長・執行部のリーダーシップの状況 40% 23% 16% -7%
5 Q504
大学における自らの強み特色を生かす自己改革を
進める適切な研究資金配分 38% 23% 15% -7%
6 Q104
望ましい能力を持つ人材が、博士課程後期を目指
しているか 38% 26% 12% -13%
7 Q306
資金配分機関(JST・AMED・NEDO等)は、役割に応
じた機能を果たしているか 38% 28% 10% -18%
8 Q402 産学官の組織的連携を行うための取組 37% 18% 19% 0%
9 Q205
組織内で研究施設・設備・機器を共用するための
仕組み 37% 23% 15% -8%










































は、2016 年度調査の全体の指数を示している。各線は、各属性の指数を示す。指数の上位及び下位 3 位までについて、属性名、指数、回答者数を
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２－４．第 5期科学技術基本計画開始時点から大きな変化が見られない質問 




状況（Q407）」やイノベーションシステムの構築の状況に関する質問（Q417, Q414, Q416, Q413）が上位を占め
ている。 
 













1 Q407 産学官連携におけるギャップファンドの状況 25% 15% 10% -6%
2 Q417
産学官連携による国際標準の提案とその体制の整
備 26% 14% 12% -2%
3 Q412
大学や公的研究機関が創出する知の社会実装を
行う科学技術イノベーション人材の確保 26% 16% 11% -5%
4 Q608
総合科学技術・イノベーション会議による必要な資
源の確保や適切な資金配分等を行うための取組 27% 20% 7% -13%
5 Q606
インクルーシブ・イノベーション実現に向けた新興
国・途上国との人的ネットワーク強化 27% 15% 12% -3%
6 Q414
科学技術をもとにしたベンチャー創業への支援の状
況 27% 15% 12% -2%
7 Q416
金融財政支援を通じた、市場創出・形成に対する
国の取組状況 28% 18% 10% -8%
8 Q207
公的研究機関が保有する最先端の大型共用研究
施設・設備利用のしやすさ 28% 16% 12% -4%
9 Q413
イノベーション促進に向けた規制・制度の導入・緩
和等の状況 28% 18% 10% -7%
10 Q603
多様な利害関係者(研究者、国民、メディア等)によ
る政策形成や知識創造に向けた取組 28% 16% 12% -4%
質問項目









（Q201 及び Q202）に共通して現場研究者の指数が低下している。大学グループ別では両方の質問で第 2 グ
ループの指数の低下が大きく、指数の絶対値も相対的に低い。これに加えて、Q201では、公的研究機関の指
数の低下が大きい（-0.50ポイント）。前回調査から評価を変更した理由の例を概要図表 12の下に示す。 
概要図表 12  大学・公的研究機関における研究環境の状況 
 
注: 青色の逆三角形は大学・公的研究機関グループ全体の指数を示している。白抜きの三角形は、2016 年度調査の全体の指数を示している。各線は、各










































































































注 2: 中央値があるセルを黄色マークで示した。上記の結果は、大学種別の状況であり、大学グループ別等の属性別の集計を本編に記載している。 
注 3: NISTEP定点調査の回答者は、部局長から推薦された一線級の教員・研究者である点に注意が必要である。  
研究室・研究グループの
平均的な人員構成（人） 国立大学等 公立大学 私立大学
合計 16.0 15.1 20.0
教員・研究者（回答者自身を含む） 2.9 2.9 2.7
ポストドクター 0.7 0.5 0.2
博士課程後期学生 2.4 1.1 1.0
修士課程学生（博士課程前期を含む） 4.9 3.4 3.0
学部学生 3.5 5.6 12.3
研究補助者・その他（秘書等） 1.5 1.6 0.7
研究室・研究グループの
最低限の研究教育経費(1年当たり) 国立大学等 公立大学 私立大学
～50万円未満 1% 1% 3%
50万円以上～100万円未満 3% 1% 6%
100万円以上～150万円未満 5% 9% 7%
150万円以上～200万円未満 7% 4% 10%
200万円以上～300万円未満 10% 21% 13%
300万円以上～400万円未満 9% 9% 9%
400万円以上～500万円未満 10% 10% 12%
500万円以上～1,000万円未満 20% 26% 23%
1,000万円以上～2,000万円未満 18% 10% 11%
2,000万円以上～3,000万円未満 9% 3% 3%
3,000万円以上～ 9% 5% 3%




























① 職位構成に応じて配分 22% 11% 13% 4%
②研究手法（実験・非実験・臨床）の割合に応じて配分 11% 4% 11% 0%
③研究室の規模(スタッフ数・学生数等)構成に応じて配分 32% 19% 28% 19%
④若手研究者(40歳くらいまで)の割合の高い部局に重点配分 9% 1% 13% 0%
⑤新たに研究を立ち上げようとしている部局に重点的に配分 14% 2% 21% 4%
⑥部局の過去の実績に応じて配分 18% 8% 8% 2%
⑦部局の直近の業績評価に応じて配分 15% 4% 17% 4%
⑧部局の研究計画に従って配分 17% 4% 26% 13%
⑨組織として重点を置く分野や研究領域の部局に重点的に配分 51% 21% 32% 17%
⑩部局の外部から獲得する資金の獲得額に比例して配分 24% 8% 0% 0%
⑪その他 12% 11% 11% 11%










① 職位に応じて配分 36% 31% 38% 34%
②研究手法（実験・非実験・臨床）に応じて配分 10% 2% 17% 8%
③研究室の規模(スタッフ数・学生数等)に応じて配分 39% 18% 23% 9%
④若手研究者(40歳くらいまで)に重点的に配分 11% 2% 13% 2%
⑤新たに研究を立ち上げようとしている研究者に重点的に配分 17% 3% 17% 4%
⑥過去の実績に応じて配分 12% 3% 4% 2%
⑦直近の業績評価に応じて配分 12% 3% 15% 4%
⑧ （個人の）研究計画に従って配分 9% 3% 9% 2%
⑨組織として重点を置く分野や研究領域の研究者に重点的に配分 24% 9% 15% 4%
⑩部局内における公募によって配分 16% 3% 21% 9%
⑪外部から獲得する資金（競争的資金等）の獲得額に比例して配分 14% 2% 2% 0%
⑫その他 18% 16% 17% 17%












1 位では「②学生納付金収入」が 43％を占め、2 位では「①国・地方自治体からの交付金等」と「③部局等から
の研究関連収入」が同程度、3位では「③部局等からの研究関連収入」の回答割合が大きい。 







注 2: 図表中の nは回答数を意味している。 














































































概要図表 17  （2018年度深掘調査）大学の研究活動の基盤的経費を充実させるための取組（賛成） 
 
注 1: 1位、2位、3位の回答割合の合計であり、2位、3位の未回答割合を含めてパーセントの合計は 300％となる。 




究」（http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/sangaku/1404593.htm）(2019年 3月 7日アクセス) 
注 4: 本編では、公的研究機関が研究活動の基盤的経費を充実させるために行うべきことの結果も記載している。 
  











① 寄附金、資産運用、出資事業 59% 24% 52% 28% 43% 20%
② 外部から獲得する資金（競争的資金等）の間接経費 70% 31% 41% 17% 39% 17%
③ 学生納付金収入（授業料の増加等） 9% 3% 17% 5% 5% 2%
④ 企業との組織的な連携 70% 20% 46% 14% 56% 23%
⑤ 組織や人事体制の見直し 16% 5% 20% 6% 26% 7%
⑥ 人件費の抑制（クロスアポイントメント制度の活用、年俸制への移行） 9% 2% 7% 1% 8% 1%
⑦ 事務運営の効率化や事務処理コストの削減 24% 4% 33% 11% 29% 6%
⑧ 他大学等との統合等（一部統合も含む） 4% 1% 15% 4% 25% 8%
⑨ 他大学等との連携等（一法人複数大学方式、大学等連携推進法人等） 9% 2% 19% 4% 26% 6%
⑩ 個人で外部から獲得する資金（組織の基盤的経費の充実でなく） 9% 2% 15% 3% 17% 3%
⑪ その他 3% 2% 7% 4% 5% 3%
⑫ わからない 0% 0% 2% 2% 3% 3%




















概要図表 18  （2018年度深掘調査）研究を通じた教育・指導の状況について（大学等の回答者） 
 







概要図表 19  （2018年度深掘調査）学部・修士課程・博士課程学生の就職活動が研究活動に与える影響 
 
















































































































(A) 学部学生 (B) 修士課程学生（博士課程前期を含む） (C) 博士課程後期学生
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５． NISTEP定点調査 2018のまとめ 





4 つに分類することができる。なお、以下の議論は、意識調査である NISTEP 定点調査に基づくものである。実
際の状況判断には、定量データも踏まえた総合的な分析が必要である。 
（1）第 5期科学技術基本計画開始時点から状況が悪化している質問 












2016 年度調査から 2018 年度調査にかけて評価を上げた回答者割合が、評価を下げた回答者割合を上回




































































































































2 本報告書中では十分に紹介できていないが、データ集には約 9,400件（約 59万字）の自由記述や評価の変更理由等を掲載している。 
○大学改革を促す予算が余りに短期的視点に立って設計されており、これに振り回され続けている大学機関は極め
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NISTEP 定点調査 2018 結果一覧 
 

























    大学・公的研究機関G 4.1 -0.07
    大学・公的研究機関G 3.1 -0.10





    大学・公的研究機関G 3.1 -0.40
    大学・公的研究機関G 3.3 -0.17
    大学・公的研究機関G 3.2 -0.11
    大学・公的研究機関G 4.4 -0.08
イノベーション俯瞰G 3.8 0.40










    大学・公的研究機関G 3.4 -0.02
    大学・公的研究機関G 4.0 0.00






    大学・公的研究機関G 3.1 -0.04
(Q112) 優秀な外国人研究者を定着させるための取組
    大学・公的研究機関G 4.5 -0.21
    大学・公的研究機関G 3.0 -0.26
(Q114) 業績評価の結果を踏まえた研究者への処遇
(Q113) 論文のみでなく様々な観点からの研究者の業績評価
    大学・公的研究機関G 2.3 -0.32
    大学・公的研究機関G 2.1 -0.35




(Q202) 研究時間を確保するための取組     大学・公的研究機関G 4.4 -0.46




注： NISTEP定点調査 2018における各回答者グループ全体の指数と NISTEP定点調査 2016からの指数変化を示している。 
 






























    大学・公的研究機関G 3.7 -0.41
イノベーション俯瞰G 4.1 -0.43
    大学・公的研究機関G 4.0 -0.26
イノベーション俯瞰G 4.3 0.04







    大学・公的研究機関G 1.7 -0.43
イノベーション俯瞰G 2.2 -0.46




    大学・公的研究機関G 4.2 -0.44
    大学・公的研究機関G 5.3 -0.32
    大学・公的研究機関G 2.7 -0.61
イノベーション俯瞰G 2.9 -0.49
    大学・公的研究機関G 3.7 -0.92
イノベーション俯瞰G 3.8 -0.69












    大学・公的研究機関G 3.7 -0.46
イノベーション俯瞰G 3.9 -0.48
    大学・公的研究機関G 3.4 -0.49
イノベーション俯瞰G 3.6 -0.40








注： NISTEP定点調査 2018における各回答者グループ全体の指数と NISTEP定点調査 2016からの指数変化を示している。 
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    大学・公的研究機関G 4.8 -0.03
イノベーション俯瞰G 3.8 -0.08
    大学・公的研究機関G 4.6 -0.04
イノベーション俯瞰G 3.7 0.08
    大学・公的研究機関G 4.3 -0.07
イノベーション俯瞰G 3.4 -0.09
    大学・公的研究機関G 3.0 0.03
イノベーション俯瞰G 3.1 0.12










    大学・公的研究機関G 3.9 -0.18
イノベーション俯瞰G 3.0 -0.02




    大学・公的研究機関G 4.4 -0.09
イノベーション俯瞰G 3.6 -0.03





    大学・公的研究機関G 4.0 -0.21
イノベーション俯瞰G 3.2 -0.14
    大学・公的研究機関G 2.7 -0.02
イノベーション俯瞰G 2.4 0.25





























注： NISTEP定点調査 2018における各回答者グループ全体の指数と NISTEP定点調査 2016からの指数変化を示している。 
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    大学・公的研究機関G 4.5 -0.17
    大学・公的研究機関G 4.5 -0.14
イノベーション俯瞰G 3.9 -0.01





    大学・公的研究機関G 4.1 -0.19
(Q504) 大学における自らの強み特色を生かす自己改革を進める適
切な研究資金配分


































注： NISTEP定点調査 2018における各回答者グループ全体の指数と NISTEP定点調査 2016からの指数変化を示している。 
 






















Q101 若手研究者に自立と活躍の機会を与える環境整備 -0.13 - 0.06 - -0.07 -
Q102 自立的に研究開発を実施している若手研究者数 -0.05 - -0.05 - -0.10 -
Q103 実績を積んだ若手研究者への任期なしポスト拡充に向けた組織の取組 -0.08 - 0.02 - -0.06 -
Q104 望ましい能力を持つ人材が、博士課程後期を目指しているか -0.19 - -0.21 - -0.40 -
Q105 望ましい能力を持つ人材が、博士課程後期を目指す環境整備 -0.15 - -0.01 - -0.17 -
Q106 博士号取得者が多様なキャリアパスを選択できる環境整備 -0.07 - -0.03 - -0.11 -
Q107 学部学生に社会的課題や研究への気付き・動機づけを与える教育 -0.05 0.25 -0.03 0.15 -0.08 0.40
Q108 博士課程学生が主体的に研究テーマを見いだし、完遂するための指導 -0.17 -0.13 -0.16 -0.05 -0.33 -0.18
Q109 女性研究者数 0.00 - -0.02 - -0.02 -
Q110 女性研究者が活躍するための環境改善(ライフステージに応じた支援等) 0.03 - -0.03 - 0.00 -
Q111 女性研究者が活躍するための人事システム(採用・昇進等)の工夫 0.02 - -0.03 - 0.00 -
Q112 優秀な外国人研究者を定着させるための取組 -0.06 - 0.02 - -0.04 -
Q113 論文のみでなく様々な観点からの研究者の業績評価 -0.07 - -0.15 - -0.21 -
Q114 業績評価の結果を踏まえた研究者への処遇 -0.15 - -0.11 - -0.26 -
Q201 研究開発における基盤的経費(内部研究費等)の状況 -0.23 - -0.09 - -0.32 -
Q202 研究時間を確保するための取組 -0.21 - -0.14 - -0.35 -
Q203 研究活動を円滑に行うためのリサーチ・アドミニストレーター等の育成・確保 -0.03 - -0.11 - -0.14 -
Q204 創造的・先端的な研究開発・人材育成を行うための施設・設備環境 -0.26 - -0.21 - -0.46 -
Q205 組織内で研究施設・設備・機器を共用するための仕組み -0.15 - -0.09 - -0.24 -
Q206 我が国における知的基盤や研究情報基盤の状況 -0.22 -0.25 -0.19 -0.18 -0.41 -0.43
Q207 公的研究機関が保有する最先端の大型共用研究施設・設備利用のしやすさ -0.14 -0.02 -0.12 0.07 -0.26 0.04
Q208 公的研究資金を用いた研究成果や研究データを公開・共有するための取組 -0.06 -0.03 -0.09 -0.03 -0.15 -0.06
Q209 科学技術における政府予算の状況 -0.25 -0.31 -0.19 -0.15 -0.43 -0.46
Q210 政府の公募型研究費にかかわる間接経費の確保状況 -0.23 -0.15 -0.10 -0.10 -0.33 -0.25
Q301 学術研究は、現代的な要請(挑戦性、総合性、融合性及び国際性)に応えているか -0.25 - -0.19 - -0.44 -
Q302 新たな課題の探索・挑戦的な研究に対する科学研究費助成事業の寄与 -0.17 - -0.14 - -0.32 -
Q303 イノベーションの源としての基礎研究の多様性は確保されているか -0.33 -0.28 -0.28 -0.21 -0.61 -0.49
Q304 我が国の基礎研究から、国際的に突出した成果が生み出されているか -0.58 -0.50 -0.35 -0.19 -0.92 -0.69
Q305 我が国の研究開発の成果は、イノベーションに十分につながっているか -0.40 -0.29 -0.22 -0.11 -0.62 -0.40
Q306 資金配分機関(JST・AMED・NEDO等)は、役割に応じた機能を果たしているか -0.22 -0.27 -0.24 -0.21 -0.46 -0.48
Q307 優れた研究に対する発展段階に応じた政府の公募型研究費等の支援状況 -0.28 -0.23 -0.21 -0.17 -0.49 -0.40
Q308 政府の公募型研究費の申請・審査・評価業務における研究者への負担低減 -0.14 -0.08 -0.12 -0.08 -0.26 -0.16
Q401 産学官連携・協働を通じた新たな価値創出 -0.01 -0.08 -0.01 0.00 -0.03 -0.08
Q402 産学官の組織的連携を行うための取組 -0.02 0.01 -0.03 0.07 -0.04 0.08
Q403 研究者の産学官連携・協働を通じた研究課題の探索及び研究開発への反映 -0.04 -0.07 -0.03 -0.02 -0.07 -0.09
Q404 ベンチャー企業の設立や事業展開を通じた知識移転や新たな価値創出の状況 0.02 -0.04 0.01 0.15 0.03 0.12
Q405 産学官の人材流動や交流が知識移転や新たな知識・価値創出につながっているか -0.02 -0.20 -0.09 -0.03 -0.11 -0.23
Q406 大学や公的研究機関における知的財産マネジメントの状況 -0.11 -0.05 -0.07 0.03 -0.18 -0.02
Q407 産学官連携におけるギャップファンドの状況 -0.06 -0.10 -0.10 -0.04 -0.16 -0.15
Q408 大学や公的研究機関による地域ニーズに即した科学技術イノベーション人材の育成状況 -0.06 0.05 -0.03 -0.08 -0.09 -0.03
Q409 大学や公的研究機関による地域ニーズに即した研究の状況 -0.10 -0.04 -0.02 -0.06 -0.12 -0.10
Q410 社会や産業の変化に応じた大学における研究開発人材の育成状況 -0.10 -0.10 -0.11 -0.04 -0.21 -0.14
Q411 起業家精神を持った人材の大学における育成状況 -0.06 0.11 0.04 0.14 -0.02 0.25
Q412 大学や公的研究機関が創出する知の社会実装を行う科学技術イノベーション人材の確保 -0.10 -0.02 -0.07 -0.01 -0.17 -0.03
Q413 イノベーション促進に向けた規制・制度の導入・緩和等の状況 -0.08 -0.11 0.00 -0.04 -0.09 -0.15
Q414 科学技術をもとにしたベンチャー創業への支援の状況 -0.12 -0.14 0.00 0.02 -0.12 -0.12
Q415 科学技術の社会実装に向けた特区制度の活用、実証実験等の状況 -0.23 -0.17 0.02 0.04 -0.21 -0.13
Q416 金融財政支援を通じた、市場創出・形成に対する国の取組状況 -0.07 -0.18 -0.04 -0.04 -0.11 -0.22
Q417 産学官連携による国際標準の提案とその体制の整備 -0.04 0.00 -0.15 -0.06 -0.19 -0.05
Q418 人工知能・IoT技術を活用した、新製品やサービスを創出・普及させるための環境整備 -0.03 0.01 0.05 -0.09 0.03 -0.07
Q501 大学における教育研究や経営に関する情報収集・分析能力 -0.07 - -0.11 - -0.17 -
Q502 大学における自己改革を進める学内組織の見直し等の状況 -0.08 -0.10 -0.06 0.09 -0.14 -0.01
Q503 大学における多様な財源を確保する取組の状況 -0.12 -0.06 -0.10 0.10 -0.22 0.04
Q504 大学における自らの強み特色を生かす自己改革を進める適切な研究資金配分 -0.16 - -0.04 - -0.19 -
Q505 大学における学長・執行部のリーダーシップの状況 -0.12 -0.09 -0.16 -0.09 -0.28 -0.17
Q601 研究者の社会リテラシー（研究と社会との関わりについての認識）向上に向けた取組 -0.04 0.03 0.00 0.01 -0.04 0.04
Q602 科学技術の社会実装に際しての人文・社会科学及び自然科学の連携 -0.07 0.03 0.00 -0.02 -0.06 0.02
Q603 多様な利害関係者(研究者、国民、メディア等)による政策形成や知識創造に向けた取組 -0.13 -0.01 0.01 -0.01 -0.12 -0.02
Q604 グローバルなニーズを先取りする研究開発や新ビジネスの創出 -0.16 -0.19 -0.10 0.02 -0.26 -0.17
Q605 技術やシステムの海外展開に際して官民が一体となった取組 0.05 -0.18 -0.16 0.00 -0.11 -0.19
Q606 インクルーシブ・イノベーション実現に向けた新興国・途上国との人的ネットワーク強化 -0.11 -0.07 -0.04 -0.09 -0.16 -0.16
Q607 政府に対する科学的助言の仕組みや体制 -0.27 -0.05 -0.20 -0.20 -0.47 -0.25
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